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山梨県総合評価実施要領等の改定概要

総合評価に関わる事項を下記のとおり改定し、令和７年１０月1日以降に公告する案件に適用

改定事項

（１）総合評価適用タイプ表の改定（総合評価活用ガイドライン）
①工事規模（縦軸 ３億円 ⇒ ５億円）

・R7.4月 山梨県共同企業取扱要綱改定に伴う改定（３億円 ⇒ ５億円）
②特別簡易型（金額１億円～３億円 難易度Ⅲ・Ⅳを除く） 選択制 ⇒ 標準化 （黄色着色箇所）

・現状の実態に合わせるため改定

【評価項目】

（２）「WLBの推進」の新設 （R６ 第２回総合評価委員会（3/13）議事案件）
次のワークライフバランス（女性活躍・子育てサポート・若者採用、育成）関連認定企業を評価する。

【厚生労働省の認定】
「プラチナえるぼし認定・えるぼし認定」、「プラチナくるみん認定・くるみん認定・トライくるみん認定」、「ユー
スエール認定」

【山梨県の認定】
「山梨えるみん認定・山梨クリスタルえるみん認定」

（３）「登録基幹技能者の配置」の新設
元請又は下請企業の技能者（元請の主任（監理）技術者を除く）として、当工事に関連する種類のいずれか

に登録基幹技能者を１人以上配置することを宣誓した企業を評価する。 １

文書管理システム

文書管理システム

文書管理システム

【R7.10月】



山梨県

改 定 後 R7.10.1（修定箇所は赤字表示）

山梨県建設工事総合評価実施要領改定新旧対照表

２



山梨県令和７年１０月改定 ①総合評価適用タイプ表（案）

【R7.10月】

Ⅰ. 工事規模 （縦軸 3億円 ⇒ ５億円）
・R7.4月 山梨県共同企業取扱要綱改定 （JV対象〔大規模土木工事〕 ３億円 ⇒ ５億円） （図１参照）

Ⅱ. 特別簡易型（金額1億円～３億円 難易度Ⅲ・Ⅳを除く） 選択制 ⇒ 標準化 （黄色着色部分）
趣旨：適用タイプの選定方法を現状の実態に合わせて見直す

〔要領〕①現行の総合評価落札方式は企業の評価をきめ細かく行う観点から、制度開始以来、技術提案を求める「標準型・簡易型」を基本

タイプとしている。

②比較的小規模で施工上の工夫を求める余地の少ない工事については、適用タイプ表により「特別簡易型」を選択できるものとして

いる。

〔実態〕①導入時から工事内容にかかわらず選択できるとされるタイプ枠内の案件は、全て特別簡易型を選択している。

②総合評価の導入から１５年以上経過し評価項目が洗練され、現行の特別簡易型においても技術力等は適正に評価されている。

③簡易型の場合でも、企業から提出される施工計画は特殊工事でない限り、精緻化され画一的なものとなっている。

〔分析〕

・過去３年の簡易型と特別簡易型の工事成績評定結果において、差異はなく品質確保の観点からも問題ない。（図２参照）

・意見聴取事務において、出先事務所及び評価担当の負担軽減につながる。

※現行、特別簡易型は選択できる規定としているため、意見聴取の際これを選択することの是非について案件毎に委員から意見を

伺っているが、標準に変更することにより、定型の評価基準を「一括意見聴取」として総合評価委員会に諮ることで、毎回行う負

担をなくす。 ⇒ 採用県（３１道府県）
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山梨県令和７年１０月改定 ①総合評価適用タイプ表（案）

図２
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山梨県令和７年１０月改定 ②総合評価項目新設 R6第２回総合評価委員会議事案件

概 要

WLBの推進（新設） 【企業の取り組み】

◆ 建設業の技能者のうち、 60歳以上の割合が約４分の１を占める一方、29歳以下は全体の約12％となっており、
建設業が引き続き「地域の守り手」として役割を果たしていくためには、将来の建設業を支える担い手の確保
が急務となっている。

◆ R6.6月「第三次・担い手３法」が公布され、品確法において担い手確保のための働き方改革・処遇改善の推進
が盛り込まれている。

◆ 品確法に基づく「発注関係事務の運用に関する指針」（公共工事の関係省庁連絡会議（R7.2月改正））におい
て、若手技術者や女性技術者などの登用を促す方式としてWLB推進企業の評価項目設定が明記

（※１８都道県設定）

◆ 国において、R7.8月より「ワーク・ライフ・バランス推進企業」評価項目
を全ての工事に適用

【新設理由】
〇人材確保、処遇改善、環境整備、人材確保をバランスよく評価
〇現行の評価に、企業の労働環境整備に係る項目がない
〇リクルートにおいて、企業選択時に重視することとして、

「休みが取りやすいこと」や「仕事とプライベートのバランスがとれ
ること」など環境整備が重要事項

背景
・

経緯

ワーク・ライフ・バランス（女性活躍・子育てサポート・若者採用、育成）推進企業として、
次のいずれかの認定を受けている企業を評価する。

・えるぼし認定（プラチナえるぼし認定を含む）
【女性活躍推進法に基づく認定（厚生労働省）】

・くるみん認定（トライくるみん認定、プラチナくるみん認定を含む）
【次世代支援対策支援法に基づく認定（厚生労働省）】

・ユースエール認定
【若者雇用促進法に基づく認定（厚生労働省）】

・山梨えるみん認定（クリスタルえるみん認定を含む）
【県の女性活躍推進企業認定制度】 ※各認定は２～５年で更新であり、認定を受けている期間を評価対象

評価
内容 評価点評価基準

１ワーク・ライフ・バランス関連認定 あり

０認定 なし

５
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※
１
で
公
共
調
達
を
実
施
す
る
場
合
は
、
認
定
企
業
を
加
点
評
価
す
る
よ
う
、

国
が
定
め
る
「
女
性
の
活
躍
推
進
に
向
け
た
公
共
調
達
及
び
補
助
金
の
活
用
に
関
す
る
取
組
指
針
」
（

H
2
8
.３

.2
2
 す

べ
て

の
女
性
が
輝
く
社
会
づ
く
り
本
部
決
定
）
に
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

価
格
以
外
の
要
素
を
評
価
す
る
調
達
を
行
う
と
き
は
、
認
定
企
業
な
ど
の
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
等
推
進
企
業
を
評

価
す
る
項
目
を
設
定
し
、
評
価
項
目
が
総
配
点
に
占
め
る
評
価
割
合
を
定
め
ま
す

※
２
。

認
定
企
業
は
、
公
共
調
達
で
加
点
評
価
の
対
象
と
な
り
ま
す

内
閣
府
が
示
し
て
い
る
参
考
配
点
例

Q
R

8
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【
問
い
合
わ
せ
】
山
梨
県
男
女
共
同
参
画
･
外
国
人
活
躍
推
進
課

TE
L 0

5
5

-2
2
3
-1

3
5
8

山
梨
え
る
み
ん

･
ク
リ
ス
タ
ル
え
る
み
ん

認
定
企
業
を
募
集
し
て
い
ま
す

※
詳
細
に
つ
い
て
は
裏
面
を
ご
覧
く
だ
さ
い

認
定
企
業
紹
介
ペ
ー
ジ
→

認
定
の
メ
リ
ッ
ト
は
？

・
認
定
マ
ー
ク
の
使
用
が
可
能

・
県

H
P
へ
の
掲
載
な
ど
広
報
に
よ
る
支
援

・
人
材
確
保
に
対
す
る
支
援

・
成
長
や
ま
な
し
応
援
融
資
の
対
象

山
梨
県
内
に
本
社
を
有
し
、
常
時
雇
用
す
る
労
働
者
を
有
す
る

企
業
、
法
人
、
団
体
等

対
象 山
梨

え
る
み
ん

３
項
目
以
上
で
認
定

山
梨

ク
リ
ス
タ
ル

え
る
み
ん

５
項
目
で
認
定

「
山
梨
え
る
み
ん
」
認
定
制
度
は
、
国
の
制
度
で
あ
る
「
え
る
ぼ
し
」
認
定
や
「
く
る
み
ん
」

認
定
取
得
の
足
が
か
り
と
す
べ
く
、
山
梨
県
が
女
性
活
躍
推
進
に
取
り
組
む
企
業
を
認
定
す
る

制
度
で
す
。

こ
の
認
定
マ
ー
ク
を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
女
性
の
活
躍
が
進
ん
で
い
る
企
業
と
し
て
、

企
業
イ
メ
ー
ジ
の
向
上
や
優
秀
な
人
材
確
保
に
つ
な
が
り
ま
す
。

令
和
5
年
4
月

上
位
グ
レ
ー
ド
を

新
設
し
ま
し
た
！

女
性
活
躍
企
業
の
認
定
制
度

山
梨
え
る
み
ん

〈裏面で確認〉
認
定
要
件
５
項
目
中

認
定
要
件
５
項
目
中
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募
集

女
性
の
活
躍
を
推
進
し
て
い
る
企
業
等
を
認
定
す
る

「
山
梨
え
る
み
ん
」
認
定
制
度

１
．
対
象

山
梨
県
内
に
本
社
を
有
し
、
常
時
雇
用
す
る
労
働
者
を
有
す
る
企
業
・
法
人
・
団
体
等

２
．
認
定
の
要
件

女
性
活
躍
推
進
に
関
す
る
取
組
が
認
定
基
準
５
項
目
中
３
項
目
以
上
で
基
準
を
満
た
し
て
い
る
こ
と

３
．
申
請
方
法

申
請
書
に
必
要
事
項
を
記
入
し
、
必
要
書
類
を
添
え
て
申
請
窓
口
へ
提
出

（
郵
送
／
持
参
／
メ
ー
ル
可
）

※
申
請
書
は
、
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
し
て
く
だ
さ
い
。

４
．
認
定
期
間

３
年
間
（
３
年
毎
に
更
新
）

５
．
問
い
合
わ
せ
及
び
申
請
窓
口

山
梨
県
男
女
共
同
参
画
・
外
国
人
活
躍
推
進
課

(平
日
午
前

8
時

3
0
分
～
午
後

5
時

1
5
分

)
〒

4
0
0
-8

5
0
1

山
梨
県
甲
府
市
丸
の
内

1
-6

-1
山
梨
県
庁
本
館

2
階

T
E
L
：

0
5
5
-2

2
3
ｰ1

3
5
8

F
A
X
：

0
5
5
-2

2
3
-1

3
2
0

E
m

a
il：

d
a
n
jo

-g
a
ik

o
k
u
@

p
re

f.y
a
m

a
n
a
s
h
i.lg

.jp

認
定
基
準継
続
就
業

「
女
性
労
働
者
の
平
均
継
続
勤
務
年
数
÷
男
性
労
働
者
の
平
均
継
続
勤
務
年
数
」
が
雇
用
管
理
区
分
ご
と

に
そ
れ
ぞ
れ
０
．
６
以
上
で
あ
る
こ
と

男
性
従
業
員
の
育
児
休
暇
の
独
自
取
組

男
性
従
業
員
の
た
め
の
有
給
の
育
児
休
暇
制
度
が
あ
り
、
そ
の
休
暇
制
度
を
利
用
し
た
者
の
割
合
が

１
５
％
以
上
で
あ
る
こ
と
、
又
は
、
育
児
休
業
等
を
取
得
し
た
者
が
１
人
以
上
い
る
こ
と

管
理
職
比
率

管
理
職
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合
が
、
厚
生
労
働
省
が
公
表
す
る
産
業
ご
と
の
平
均
値
×
０
．
９

以
上
で
あ
る
こ
と

多
様
な
キ
ャ
リ
ア
コ
ー
ス

直
近
３
事
業
年
度
に
１
項
目
以
上
の
実
績
を
有
す
る
こ
と

A
 女

性
の
非
正
社
員
か
ら
正
社
員
へ
の
転
換
（
派
：
雇
入
れ
）

B
 女

性
労
働
者
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
に
資
す
る
雇
用
管
理
区
分
間
の
転
換

C
 過

去
に
在
籍
し
た
女
性
の
正
社
員
と
し
て
の
再
雇
用

D
 お

お
む
ね

3
0
歳
以
上
の
女
性
の
正
社
員
と
し
て
の
採
用

労
働
時
間
等
の
働
き
方

雇
用
管
理
区
分
ご
と
の
労
働
者
の
法
定
時
間
外
労
働
及
び
法
定
休
日
労
働
時
間
の
合
計
時
間
数
の
平
均

が
、
直
近
の
事
業
年
度
の
各
月
ご
と
に
全
て
４
５
時
間
未
満
で
あ
る
こ
と

✓
５
項
目
中
３
項
目
の
基
準
が
満
た
さ
れ
て
い
れ
ば
山
梨
え
る
み
ん
認
定

✓
５
項
目
中
５
項
目
の
基
準
が
満
た
さ
れ
て
い
れ
ば
山
梨
ク
リ
ス
タ
ル
え
る
み
ん
認
定

項
目
１

項
目
２

項
目
３

項
目
４

項
目
５

山
梨
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

応
募
要
件

検
索

山
梨
え
る
み
ん
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山梨県令和７年１０月改定 ③総合評価項目新設

概 要

登録基幹技能者の配置（新設） 【企業の施工技術】

◆ 建設業の技能者のうち、 60歳以上の割合が約４分の１を占める一方、29歳以下は全体の約12％となっており、
建設業が引き続き「地域の守り手」として役割を果たしていくためには、将来の建設業を支える担い手の確保
が急務となっている。

◆ R6.6月「第三次・担い手３法」が公布され、品確法において担い手確保のための働き方改革・処遇改善の推進
が盛り込まれている。

◆ 品確法に基づく「発注関係事務の運用に関する指針」（公共工事の関係省庁連絡会議〈R7.2月改正〉）
⇒総合評価落札方式における競争参加者の施工能力の適切な評価項目として「登録基幹技能者等の資格保
有設定」が明記 （※２７都道府県設定）

 R7.7月 建設産業団体連合会要望
「一般競争（総合評価）入札制度において、一定水準以上の技能を有する
専門工事技能者の評価項目への追加」

【新設理由】
〇人材確保、処遇改善、環境整備、人材確保をバランスよく評価
〇現行の評価に、収益アップ（処遇改善）に係る項目がない

背景
・

経緯

 元請又は下請企業の技能者（元請の主任（監理）技術者を除く）として、当該工事に関連する種類の登録基幹
技能者を配置することを宣誓する企業を評価する。 （評価点１）

 当該工事の設計図書に記載された工種のいずれかに「登録基幹技能者」を１人以上配置する場合に評価す
る。

 契約後、施工計画書において工種、登録基幹技能者の種類、従事者の会社名（〇次下請）、氏名、従事期間
を明示するとともに、登録基幹技能者の資格を有することを証する書面（登録基幹技能者講習修了証等）の
写しを提出

評価
内容

11



山梨県登録基幹技能者制度

12

種類、人数：50職種（64団体）、89,432名（人数はR7.3月時点）



山梨県登録基幹技能者⼀覧表

13

○
登
録
基
幹
技
能
者
⼀
覧
表

(R7.3⽉
末
時
点
）

登
録
基
幹
技
能
者
講
習

登
録
年
⽉
⽇

基
幹
的
な
役
割
を
担
う

登
録
基
幹

登
録
基
幹

実
施
機
関

（
登
録
番
号
）

（
実
務
経
験
を
有
す
る
）

技
能
者
数

技
能
者
数

建
設
業
の
種
類

（
全
国
)

(⼭
梨
県
）

H
20.5.13

（
登
録
番
号
1）

H
20.7.17

（
登
録
番
号
2）

（
⼀
社
）
⽇
本
造
園
建
設
業
協
会

H
20.7.17

（
⼀
社
）
⽇
本
造
園
組
合
連
合
会

（
登
録
番
号
3）

H
20.7.18

（
登
録
番
号
4）

H
20.8.19

（
登
録
番
号
5）

H
20.9.1

（
登
録
番
号
6）

H
20.9.1

（
登
録
番
号
7）

H
20.9.1

（
登
録
番
号
8）

H
20.9.17

（
登
録
番
号
9）

H
20.9.19

（
登
録
番
号
10）

H
20.9.30

（
登
録
番
号
11）

H
20.9.30

（
登
録
番
号
12）

H
20.9.30

（
登
録
番
号
13）

H
20.9.30

（
登
録
番
号
14）

（
⼀
社
）
⽇
本
空
調
衛
⽣
⼯
事
業
協
会

H
20.10.16

（
⼀
社
）
⽇
本
配
管
⼯
事
業
団
体
連
合
会

（
登
録
番
号
15）

全
国
管
⼯
事
業
協
同
組
合
連
合
会

（
⼀
社
）
⽇
本
建
設
躯
体
⼯
事
業
団
体
連
合
会

H
20.12.12

（
⼀
社
）
⽇
本
鳶
⼯
業
連
合
会

（
登
録
番
号
16）

H
20.12.12

（
登
録
番
号
17）

（
⼀
社
）
全
国
建
設
室
内
⼯
事
業
協
会

H
21.12.26

⽇
本
建
設
イ
ン
テ
リ
ア
事
業
協
同
組
合
連
合
会

（
登
録
番
号
18）

⽇
本
室
内
装
飾
事
業
協
同
組
合
連
合
会

（
⼀
社
）
⽇
本
サ
ッ
シ
協
会

H
21.2.13

（
⼀
社
）
建
築
開
⼝
部
協
会

（
登
録
番
号
19）

H
21.3.5

（
登
録
番
号
20）

H
21.3.5

（
登
録
番
号
21）

H
21.4.28

（
登
録
番
号
22）

（
⼀
社
）
⽇
本
空
調
衛
⽣
⼯
事
業
協
会

H
21.4.28

（
⼀
社
）
全
国
ダ
ク
ト
⼯
業
団
体
連
合
会

（
登
録
番
号
23）

H
21.11.27

（
登
録
番
号
24）

H
21.11.27

（
登
録
番
号
25）

H
22.3.25

（
登
録
番
号
26）

H
22.3.25

（
登
録
番
号
27）

（
⼀
社
）
全
国
基
礎
⼯
事
業
団
体
連
合
会

H
23.12.16

（
⼀
社
）
⽇
本
基
礎
建
設
協
会

（
登
録
番
号
28）

H
24.7.26

（
登
録
番
号
29）

H
24.10.29

（
登
録
番
号
30）

H
25.7.3

（
登
録
番
号
31）

（
⼀
社
）
JBN

・
全
国
⼯
務
店
協
会

H
26.1.27

全
国
建
設
労
働
組
合
総
連
合

（
登
録
番
号
32）

（
⼀
社
）
全
国
住
宅
産
業
地
域
活
性
化
協
議
会

（
⼀
社
）
⽇
本
ツ
ー
バ
イ
フ
ォ
ー
建
築
協
会

（
⼀
社
）
⽇
本
⽊
造
住
宅
産
業
協
会

（
⼀
社
）
⽇
本
ロ
グ
ハ
ウ
ス
協
会

（
⼀
社
）
プ
レ
ハ
ブ
建
築
協
会

全
国
板
硝
⼦
⼯
事
協
同
組
合
連
合
会

H
27.1.22

全
国
板
硝
⼦
商
⼯
協
同
組
合
連
合
会

（
登
録
番
号
33）

R1.5.27
（
登
録
番
号
34）

R1.8.5
（
登
録
番
号
35）

R3.5.10
（
登
録
番
号
36）

R3.5.10
（
登
録
番
号
37）

R3.10.6
（
登
録
番
号
38）

R4.2.14
（
登
録
番
号
39）

R4.4.19
（
登
録
番
号
40）

R4.7.26
（
登
録
番
号
41）

R4.7.26
（
登
録
番
号
42）

R5.3.22
（
登
録
番
号
43）

R5.11.1
（
登
録
番
号
44）

R6.8.8
（
登
録
番
号
45）

R6.8.8
（
登
録
番
号
46）

R6.8.26
（
登
録
番
号
47）

R7.4.14
（
登
録
番
号
48）

R7.6.20
（
登
録
番
号
49）

R7.6.30
（
登
録
番
号
50）

86,165
484

49
登
録
斜
⾯
防
災
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
斜
⾯
防
災
対
策
技
術
協
会

⼟
⽊
⼯
事
業
,と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

0名
0名

50
登
録
⽯
材
施
⼯
基
幹
技
能
者

全
国
建
築
⽯
材
⼯
業
会

⽯
⼯
事
業

0名
0名

48
登
録
道
路
等
法
⾯
保
護
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
全
国
特
定
法
⾯
保
護
協
会

と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

0名

47
登
録
潜
函
基
幹
技
能
者

⽇
本
圧
気
技
術
協
会

と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

27名

46
登
録
都
市
ト
ン
ネ
ル
基
幹
技
能
者

（
公
社
）
⽇
本
推
進
技
術
協
会

⼟
⽊
⼯
事
業
,と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

0名

45
登
録
⼟
質
改
良
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
全
国
建
設
発
⽣
⼟
リ
サ
イ
ク
ル
協
会

⼟
⽊
⼯
事
業
,と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

0名

44
登
録
計
装
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
計
装
⼯
業
会

電
気
⼯
事
業
,管
⼯
事
業
,機
械
器
具
設
置
⼯
事
業
,電
気
通
信
⼯
事
業

81名

43
登
録
あ
と
施
⼯
ア
ン
カ
ー
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
建
設
あ
と
施
⼯
ア
ン
カ
ー
協
会

と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

209名

42
登
録
さ
く
井
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
全
国
さ
く
井
協
会

さ
く
井
⼯
事
業

124名

41
登
録
送
電
線
⼯
事
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
送
電
線
建
設
技
術
研
究
会

と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業
,電
気
⼯
事
業

92名

40
登
録
圧
⼊
⼯
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
全
国
圧
⼊
協
会

と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

382名

39
登
録
解
体
基
幹
技
能
者

（
公
社
）
全
国
解
体
⼯
事
業
団
体
連
合
会

解
体
⼯
事
業

941名

38
登
録
建
築
測
量
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
全
国
建
築
測
量
協
会

⼤
⼯
⼯
事
業

82名

37
登
録
発
破
・
破
砕
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
発
破
・
破
砕
協
会

と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

64名

36
登
録
ウ
レ
タ
ン
断
熱
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
ウ
レ
タ
ン
断
熱
協
会

熱
絶
縁
⼯
事
業

139名

35
登
録
⼟
⼯
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
機
械
⼟
⼯
協
会

⼟
⽊
⼯
事
業
,と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

2,438名

34
登
録
Ａ
Ｌ
Ｃ
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
Ａ
Ｌ
Ｃ
協
会

タ
イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
⼯
事
業

1,011名

32
登
録
建
築
⼤
⼯
基
幹
技
能
者

建
築
⼯
事
業
,⼤
⼯
⼯
事
業

1,270名

33
登
録
硝
⼦
⼯
事
基
幹
技
能
者

ガ
ラ
ス
⼯
事
業

97名

31
登
録
消
⽕
設
備
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
消
防
施
設
⼯
事
協
会

消
防
施
設
⼯
事
業

501名

30
登
録
標
識
・
路
⾯
標
⽰
基
幹
技
能
者

⼀
般
社
団
法
⼈
全
国
道
路
標
識
・
標
⽰
業
協
会

と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業
,塗
装
⼯
事
業

1,822名

28
登
録
基
礎
⼯
基
幹
技
能
者

⼟
⽊
⼯
事
業
,と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

1,707名

29
登
録
タ
イ
ル
張
り
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
タ
イ
ル
煉
⽡
⼯
事
⼯
業
会

タ
イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
⼯
事
業

355名

27
登
録
運
動
施
設
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
運
動
施
設
建
設
業
協
会

⼟
⽊
⼯
事
業
,と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業
,ほ
装
⼯
事
業
,造
園
⼯
事
業

223名

26
登
録
冷
凍
空
調
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
冷
凍
空
調
設
備
⼯
業
連
合
会

管
⼯
事
業

1,426名

25
登
録
グ
ラ
ウ
ト
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
グ
ラ
ウ
ト
協
会

と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

861名

23
登
録
ダ
ク
ト
基
幹
技
能
者

管
⼯
事
業

1,923名

24
登
録
保
温
保
冷
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
保
温
保
冷
⼯
業
協
会

熱
絶
縁
⼯
事
業

1,092名

22
登
録
外
壁
仕
上
基
幹
技
能
者

⽇
本
外
壁
仕
上
業
協
同
組
合
連
合
会

左
官
⼯
事
業
,塗
装
⼯
事
業
,防
⽔
⼯
事
業

0名

21
登
録
建
築
板
⾦
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
建
築
板
⾦
協
会

屋
根
⼯
事
業
,板
⾦
⼯
事
業

2,896名

20
登
録
エ
ク
ス
テ
リ
ア
基
幹
技
能
者

（
公
社
）
⽇
本
エ
ク
ス
テ
リ
ア
建
設
業
協
会

と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業
,⽯
⼯
事
業
,タ
イ
ル
・
れ
ん
が
・
ブ
ロ
ッ
ク
⼯

事
業

223名

18
登
録
内
装
仕
上
⼯
事
基
幹
技
能
者

内
装
仕
上
⼯
事
業

5,293名

19
登
録
サ
ッ
シ
・
カ
ー
テ
ン
ウ
ォ
ー
ル
基
幹
技
能
者

建
具
⼯
事
業

566名

17
登
録
切
断
穿
孔
基
幹
技
能
者

ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
⼯
事
業
協
同
組
合

と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

575名

15
登
録
配
管
基
幹
技
能
者

管
⼯
事
業

4,258名

16
登
録
鳶
・
⼟
⼯
基
幹
技
能
者

と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

9,403名

14
登
録
型
枠
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
型
枠
⼯
事
業
協
会

⼤
⼯
⼯
事
業

6,277名

13
登
録
圧
接
基
幹
技
能
者

全
国
圧
接
業
協
同
組
合
連
合
会

鉄
筋
⼯
事
業

491名

12
登
録
鉄
筋
基
幹
技
能
者

（
公
社
）
全
国
鉄
筋
⼯
事
業
協
会

鉄
筋
⼯
事
業

5,082名

11
登
録
プ
レ
ス
ト
レ
ス
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
⼯
事
基
幹
技
能
者
（
⼀
社
）
プ
レ
ス
ト
レ
ス
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
⼯
事
業
協
会

⼟
⽊
⼯
事
業
,と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業
,鉄
筋
⼯
事
業

1,115名

10
登
録
海
上
起
重
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
海
上
起
重
技
術
協
会

⼟
⽊
⼯
事
業
,し
ゅ
ん
せ
つ
⼯
事
業

1,589名

9
登
録
機
械
⼟
⼯
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
機
械
⼟
⼯
協
会

⼟
⽊
⼯
事
業
,と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

12,351名

8
登
録
左
官
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
左
官
業
組
合
連
合
会

左
官
⼯
事
業

1,454名

7
登
録
建
設
塗
装
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
塗
装
⼯
業
会

塗
装
⼯
事
業

1,482名

6
登
録
ト
ン
ネ
ル
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
ト
ン
ネ
ル
専
⾨
⼯
事
業
協
会

⼟
⽊
⼯
事
業
,と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

597名

5
登
録
防
⽔
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
全
国
防
⽔
⼯
事
業
協
会

防
⽔
⼯
事
業

2,300名

3
登
録
造
園
基
幹
技
能
者

造
園
⼯
事
業

2,086名

4
登
録
コ
ン
ク
リ
ー
ト
圧
送
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
全
国
コ
ン
ク
リ
ー
ト
圧
送
事
業
団
体
連
合
会

と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業

996名

9,262名

2
登
録
橋
梁
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
橋
梁
建
設
協
会

と
び
・
⼟
⼯
⼯
事
業
,鋼
構
造
物
⼯
事
業

1,002名

N
o

登
録
基
幹
技
能
者
講
習
の
種
類

1
登
録
電
気
⼯
事
基
幹
技
能
者

（
⼀
社
）
⽇
本
電
設
⼯
業
協
会

電
気
⼯
事
業
,電
気
通
信
⼯
事
業

９
９
名

９
名

13名

11名
18名0名

18名

16名

33名

16名0名

22名2名

32名

22名

41名2名

41名0名2名

38名0名1名6名0名3名0名7名

31名 1名0名7名0名6名2名0名0名0名0名 0名0名1名0名0名0名0名0名0名
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